
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相模原・津久井地域の合併に関する市民アンケート調査 

中間集計報告書 
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Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 
  相模原・津久井地域合併協議会における合併協議について、一定の成果が得られ、市民に合併

した場合の具体的な情報を合併協議会だよりなどにより提供し、またシンポジウムやタウンミー

ティングの開催などにより説明した段階で、合併協議に関する市民の意向や意見を把握し、今後、

法定協議会に移行し合併協議を進めるにあたっての参考とするため実施した。 
 
２ 調査概要 
（１）調査地域      相模原市の全域 
（２）調査対象      相模原市に居住する、平成１６年４月１日現在で満１８歳以上の市民 

１０，０００人（住民基本台帳登録者の内から無作為抽出） 
（３）調査方法      郵送によりアンケート調査票及び合併シンポジウム・タウンミーティ

グで使用した市町村合併に関する参考資料を送付し郵便により回収。 
（４）調査期間      平成１６年１１月８日（月）から１１月１７日（水）まで 

              （この中間報告は、１１月１８日到着分までを集計しています。） 

（５）調査内容       ①合併協議の認知度について 
②合併協議に関する情報の取得方法について 
③全国的に合併協議が進められていることについて 
④相模原市が津久井郡３町と合併することについて 
⑤合併した場合の効果について 
⑥合併に否定的な理由について 
⑦自由意見 

⑧調査対象者の属性（年齢・性別・居住歴） 

（６）有効回収数（率）   ３，０７８（３１．２％） 

              ※１０，０００人に発送した内、不着分を除く９，８７４件を対象 

 

Ⅱ 調査回答者の属性 

１ 性別                    ２ 年齢別 

 基数（人） 構成比（％）

１ １０歳代 
２０歳代 

３９９ １３．０

２ ３０歳代 ６１２ １９．９

３ ４０歳代 ４４３ １４．４

４ ５０歳代 ４３１ １４．０

５ ６０歳以上 １，１６６ ３７．９

（無回答） ２７ ０．９

合  計 ３，０７８ １００．０

 

 基数（人） 構成比（％）

１ 男性 １，４５３ ４７．２

２ 女性 １，６０６ ５２．２

（無回答）    １９ ０．６

合  計 ３，０７８ １００．０

３ 居住歴別 

 基数（人） 構成比（％）

１ ５年未満 ４３８ １４．２

２ ５年以上10年未満 ３４２ １１．１

３ 10年以上20年未満 ５６２ １８．３

４ 20年以上 １，７１６ ５５．８

（無回答） ２０ ０．５

合  計 ３，０７８ １００．０

   
１ 



Ⅲ 中間集計報告結果 

                  

※ 図表中のｎは、回答者総数（または該当質問での該当者数） 

１ 合併協議の認知度 

  ■「知っていた」が８割を超えています。 

問１．あなたは、相模原市が、津久井郡３町（城山町・津久井町・相模湖町）と「相模原・津久井

地域合併協議会」を設立し、合併協議を進めていることを知っていましたか。 

（○は１つだけ） 

   [ｎ＝３，０７８] 

 

 １ 知っていた                       ８０．１％ 

 ２ 知らなかった                      １９．８％ 

  （無回答）                         ０．１％ 

  

  市が津久井郡３町（城山町・津久井町・相模湖町）と「相模原・津久井地域合併協議会」を設
立し、合併協議を行っていることについては、「知っていた」（８０．１％）が８割を超え、「知
らなかった」（１９．８％）を大きく上回っている。 

 

＜図表１＞「相模原・津久井地域合併協議会」設立の認知度 
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１－２ 合併協議に関する情報の取得方法 

  ■「広報さがみはら」が６割を超えています。 

問１－２ 問１で「１ 知っていた」とお答えした方にお伺いします。 

  あなたは、「相模原・津久井地域合併協議会」で協議を進めていることについて、どのような

方法で知りましたか。（○はあてはまるものすべて） 

   [ｎ＝２，４６７] 

 

１「合併協議会だより」を見て知った             ３７．８％ 

 ２ ホームページなどを見て知った               ３．９％ 

 ３ タウンミーティングやシンポジウムに参加して知った     １．９％ 

 ４ 新聞・テレビなどの情報により知った           ４４．５％ 

 ５ 「広報さがみはら」を見て知った             ６７．２％ 

 ６ 家族や知人から聞いて知った               ２５．３％ 

 ７ その他                          ２．１％ 

（無回答）                         ０．６％ 

  

「相模原・津久井地域合併協議会」で協議を進めていることについて、どのような方法で知っ
たかについては、「広報さがみはら」（６７．２％）が６割を超え、次いで「新聞・テレビなどの
情報」（４４．５％）が４割台、「合併協議会だより」（３７．８％）が３割台となっている。 
 

＜図表１－２＞合併協議に関する情報の取得方法 
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７ その他

６ 家族や知人から聞いて知った
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４ 新聞・テレビなどの情報により知った

３ タウンミーティングやシンポジウムに参加して知っ

た

２ ホームページなどを見て知った　

１ 「合併協議会だより」を見て知った
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２ 全国的に合併協議が進められていることについて 
 ■ 「合併により、議会の議員や首長、公務員を減らし経費を節減する必要があると思う」（４５．２％）が最も

高い割合となっています。 
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＜図表
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問２ 少子高齢社会の到来や、地方分権が進む中で、地方自治体は行財政基盤を強くして、自立し

ていくことが求められています。このため、全国的に多くの自治体で合併協議が進められている

ことについて、どのように考えますか。（○はあてはまるものすべて） 

   [ｎ＝３，０７８] 

 

１ 合併により、自治体の規模を大きくして、効率的な行政運営を行う       ２４．２％

必要があると思う                             

 ２ 合併により、行財政基盤を強くして、自らの責任で行政運営を行え       ２８．７％

る自治体を目指す必要があると思う                  

 ３ 合併により、議会の議員や首長、公務員を減らし経費を節減する        ４５．２％

必要があると思う         

 ４ 合併により、行財政基盤を強くして、社会経済情勢の変化に対応し       ２８．７％

た施策を推進できるようにする必要があると思う                     

５ 合併を検討するよりも、むだな経費を省き、行財政改革を進めるべ       ３７．９％

きだと思う    

６ 合併を検討するよりも、地域の歴史や文化を尊重しながら、自立し       １８．２％

た都市を目指すべきだと思う      

７ 合併を検討するよりも、人や企業が集まるよう地域の魅力を高める       ２１．５％

施策を考えるべきだと思う       

８ その他                                 ２．４％ 

９ わからない                               ４．７％ 

  （無回答）                                １．１％
国的に合併協議が進められていることについては、「合併により、議会の議員や首長、公務
減らし経費を節減する必要があると思う」（４５．２％）が最も高く、「合併を検討するより
むだな経費を省き、行財政改革を進めるべきだと思う」（３７．９％）、「合併により、行財
盤を強くして、自らの責任で行政運営を行える自治体を目指す必要があると思う」 
２８．７％）、「合併により、行財政基盤を強くして、社会経済情勢の変化に対応した施策を
できるようにする必要があると思う」（２８．７％）と続いています。 

２＞全国的に合併協議が進められていることについて 

1.1%

4.7%

2.4%

21.5%

18.2%

37.9%

28.7%

45.2%

28.7%

24.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

９　わからない

８　その他

合併を検討するよりも、人や企業が集まるよう地域の魅力を高め
る施策を考えるべきだと思う

合併を検討するよりも、地域の歴史や文化を尊重しながら、自立
した都市を目指すべきだと思う

合併を検討するよりも、むだな経費を省き、行財政改革を進める
べきだと思う

合併により、行財政基盤を強くして、社会経済情勢の変化に対応
した施策を推進できるようにする必要があると思う

合併により、議会の議員や首長、公務員を減らし経費を節減する
必要があると思う

合併により、行財政基盤を強くして、自らの責任で行政運営を行
える自治体を目指す必要があると思う

合併により、自治体の規模を大きくして、効率的な行政運営を行
う必要があると思う

  ４ 



３ 相模原市が津久井郡３町と合併することについて 

 ■ 合併を容認する方が約４６％となっています。 

  

問３ 相模原市が津久井郡３町と合併することについてどのようにお考えですか。（○は１つだけ）

   [ｎ＝３，０７８] 

 

１ 合併するべきである                   １５．８％ 

 ２ 合併することもやむをえない               ３０．４％ 

 ３ どちらともいえない                   １７．１％ 

 ４ できれば合併するべきではない              １８．６％ 

 ５ 合併するべきではない                  １２．１％ 

 ６ わからない                        ５．３％ 

 （無回答）                          ０．７％ 

「合併するべきである」（１５．８％）、「合併することもやむをえない」（３０．４％）を合わ

せた合併を容認する方が約４６％、「できれば合併するべきではない」（１８．６％）、「合併する

べきではない」（１２．１％）を合わせた合併に否定的な方が約３１％となっています。 
一方で「どちらともいえない」（１７．１％）、「わからない・無回答」（６．０％）が合わせて

約２３％となっています。 

 

＜図表３＞相模原市が津久井郡３町と合併することについて 
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３－２ 合併した場合の効果 
 ■ 「行政事務の効率化や職員・議員数が減ることに伴う経費の節減」（５７．９％）が最も高

い割合となっています。 

問３－２ 問３で「１ 合併するべきである」「２ 合併することもやむをえない」とお答えした

方におうかがいします。 

相模原市が、津久井郡３町と合併した場合、あなたはどのような効果を期待しますか。

（○は２つまで） 

  [ｎ＝１，４２１] 

 １．行政事務の効率化や職員・議員数が減ることに伴う経費の節減        ５７．９％

２．スポーツ・レクリェーション・自然保護などの市民活動の場の広がり     １３．３％

３．津久井地域の自然を生かした体験学習など、個性ある教育への取組み     １２．４％

 ４．自然・歴史・文化などの地域資源の有効活用による地域の活性化       ２２．０％

 ５．水源地域を活用した観光地としての魅力アップ               １０．２％

６．津久井地域の自然を活用した新たな産業の育成                ８．７％

７．豊かな自然と共生する都市としてのイメージアップ             １８．４％

 ８．土地利用、産業・観光振興、環境保全など広域的な視点に立ったまちづくり  ３０．４％

９．その他                                  ２．２％

 10．特にない                                 １．１％

 11.わからない                                ０．３％

  （無回答）                                 ０．８％

 

「合併するべきである」、「合併することもやむをえない」と答えた方に、合併した場合の効果を

お聞きしたところ、「行政事務の効率化や職員・議員数が減ることに伴う経費の節減」（５７．９％）

が最も高く、「土地利用、産業・観光振興、環境保全など広域的な視点に立ったまちづくり」（３

０．４％）、「自然・歴史・文化などの地域資源の有効活用による地域の活性化」（２２．０％）「豊

かな自然と共生する都市としてのイメージアップ」（１８．４％）と続いています。 
 
＜図表３－２＞ 合併した場合の効果 
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８　土地利用、産業・観光振興、環境保全など広域的な視点に
立ったまちづくり

７　豊かな自然と共生する都市としてのイメージアップ

６　津久井地域の自然を活用した新たな産業の育成

５　水源地域を活用した観光地としての魅力アップ

４　自然・歴史・文化などの地域資源の有効活用による地域の
活性化

３　津久井地域の自然を生かした体験学習など、個性ある教育
への取組み

２　スポーツ・レクリェーション・自然保護などの市民活動の場の
広がり

１　行政事務の効率化や職員・議員数が減ることに伴う経費の
節減

 

６ 



３－３ 合併に否定的な理由 
 ■ 「合併による利点があるとは思えないから」（５４．７％）が最も高い割合となっています。 

問３－３．問３で「４ できれば合併するべきではない」「５ 合併するべきではない」とお答

えした方におうかがいします。 

あなたが「できれば合併するべきではない」「合併するべきではない」と思われた理由は

何ですか。（○は２つまで） 

  [ｎ＝９４５] 

 

 １．市域が広がることにより住民の意見が行政に反映されにくくなるという心配があるから。     ２０．４％

 ２．市域が広がることによりきめ細やかなサービスの提供がされにくくなるという心配があるから。 ２６．８％

３．各地域の歴史、文化、伝統などが失われるおそれがあるから。                 ９．８％

 ４．財政状況に差がある津久井郡３町との合併は、市の財政状況を悪くするおそれがあるから。   ５１．９％

５．合併による利点があるとは思えないから。                          ５４．７％

６．合併に関する情報が少ないから。                               ５．８％

７．その他                                          ３．５％

（無回答）                                          ２．５％ 

  
「できれば合併するべきではない」、「合併するべきではない」と答えた方に、合併に否定的な理
由をお聞きしたところ、「合併による利点があるとは思えないから」（５４．７％）が最も高く、
「財政状況に差がある津久井郡３町との合併は、市の財政状況を悪くするおそれがあるから。」
（５１．９％）、「市域が広がることによりきめ細やかなサービスの提供がされにくくなるという心配
があるから」（２６．８％）、「市域が広がることにより住民の意見が行政に反映されにくくなるとい
う心配があるから」（２０．４％）と続いています。 
 
＜図表３－３＞ 合併に否定的な理由 
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４　財政状況に差がある津久井郡３町との合併は、市
の財政状況を悪くするおそれがあるから

３　各地域の歴史、文化、伝統などが失われるおそれ
があるから

２　市域が広がることによりきめ細やかなサービスの提
供がされにくくなるという心配があるから

１　市域が広がることにより住民の意見が行政に反映さ
れにくくなるという心配があるから
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